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１ パブリックコメントの実施概要 

 ⑴ 意見募集期間 

   令和８年６月２９日（月）～７月１３日（月） 

  ⑵ 周知方法 

   広報いたばし６月２７日号及び区ホームページへ掲載 

 ⑶ 閲覧場所 

    契約管財課（区役所７階）、区政資料室（区役所１階）、各地域センター、 

区立各図書館、区ホームページ 

 ⑷ 調査対象 

   区内在住・在勤・在学の方、区内事業者、区内で活動する個人・法人・団体 

など 

 ⑸ 調査方法・受付件数 

   窓口持参０件、郵送０件、ＦＡＸ０件、Ｅメール１件、区ホームページ７件 

 ⑹ 意見総数 

   ２８件 ※同一人（団体）から複数の意見が提出されたため、受付件数とは 

一致しません。 

 

 

 

板橋区公契約条例案の概要に対する 

パブリックコメントの実施結果について 

資料２ 

（案） 
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２ 板橋区公契約条例案の概要に寄せられたご意見と区の考え方 

№ 分類 意見 区の考え方 

1 全般 条例は、区と受注者との契約により適

用公契約で働く労働者等への労働報酬

下限額の支払いを義務づけるもの（ILO

型条例）であり、他の類型の公契約条

例に比べ実効性があり、法的問題もな

く評価します。 

今後、学識経験者、労働者団体関係

者、事業者団体関係者で構成する労働

報酬等審議会において、労働報酬下限

額に限らず、公契約に関し必要な事項

について真摯に審議を行ってくださ

い。 

その上で、区が適正に条例を運用し、

公契約の業務に従事する労働者等に適

正な労働報酬下限額以上の賃金・報酬

が支払われ、区が発注する工事・サー

ビスの安全・品質の確保、区民福祉の

増進、地域経済の活性化など、条例の

各種効果が十分に表れることを期待し

ます。 

公契約条例により、公共

サービスに従事する労働

者の労働環境を整備し、

優秀な人材を確保するこ

とで、公共サービスの質

の維持及び向上につなが

ると考えております。 

また、労働報酬下限額の

適用については、契約当

事者双方の合意に決める

べきであること、公平性

及び実効性を確保できる

ことから、契約を根拠と

する形式が適切であると

考えております。 

2 全般 板橋区公契約条例（案）は、目的に

「労働者等の適正な労働環境の確保」

「人材の確保」「品質の確保」を明示

し、さらに「ダンピング等の不当行為

の排除」をもって、「区民の福祉の向上

を図ること」は、私たちが必要と考え

ている公契約条例に即していると考え

ますので、この条例（案）に賛同しま

す。 

3 全般 板橋区をはじめとする発注者と受注者

との契約により適用公契約で働く労働

者等への労働報酬下限額の支払いを義

務付けるもの（ＩＬＯ型の条例）であ

り、評価します。 
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4 全般 板橋区として、公契約条例が適用され

る工事・委託契約等において、条例で

定める労働報酬下限額をはじめとす

る、労働者の適正な労働条件の確保の

実効性が担保される様に、区としての

体制の強化を行ってください。 

区の運用体制につきまし

ては、条例の施行による

事務負担を精査し、必要

に応じて検討いたしま

す。 

5 条例制

定の必

要性 

そもそも各事業者が最低賃金法を順守

することで事足りるのではないか。こ

の条例を施行することで、意図しない

副作用は発生しないのか。 

最低賃金は、生活保障の

ための最低限度の賃金で

ある一方、公契約条例で

規定する労働報酬下限額

は、公共サービスを維持

するための適正賃金の下

限額と捉えています。最

低賃金の遵守だけでは、

人材不足や価格転嫁など

の公契約の課題に対応で

きないと考えます。 

条例施行後は、毎年公契

約審議会において、必要

な調査、検討を行い、公

契約条例の適正な運用を

実施してまいります。 

6 条例制

定の必

要性 

公契約の問題点は従業員の技量向上は

無いのにただ賃金だけが上がっていく

こと。他区の例では設備員の最低時給

が 2149 円であり誰も辞めず、1年歳を

とり、むしろパフォーマンスも悪くな

り労働災害のリスクも高まっている。 

現場の従業員の労働環境は十分に充実

していると感じる。むしろ救われるべ

きは諸事リスクのフォローに奔走する

管理者側にある。 

公契約において労働報酬

下限額が設定されること

で、一定の賃金水準が保

証されるため、離職率が

低下し、長期的な人材育

成が可能になると考えま

す。また、採用・教育コ

ストが削減されるととも

に、長期雇用によるノウ

ハウ蓄積で、現場対応力

の向上など、企業に持続

的なメリットをもたらす

仕組みであると考えま

す。 
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7 特定公

契約の

範囲 

制度導入時に一定の対象範囲を設ける

ことは理解できますが、条例の趣旨か

らすれば、できる限り幅広い公契約に

適用していくことが重要です。施行後

の実施状況を検証し、対象金額や対象

業務について必要な見直しを行ってく

ださい。 

いただいたご意見につき

ましては、条例施行後の

事務量及び条例の効果等

を検証し、必要に応じて

公契約審議会において検

討してまいります。 

8 特定公

契約の

範囲 

特定公契約として、工事又は製造の請

負契約は予定価格が１億円以上、それ

以外の請負契約、業務委託契約は１千

万円以上としており、全ての公契約の

下で働く労働者が享受できません。今

後、学識経験者、労働者団体関係者、

事業者団体関係者で構成する公契約審

議会において、労働報酬下限額に限ら

ず、公契約に関し必要な事項について

真摯に審議をおこなってください。 

いただいたご意見につき

ましては、条例施行後の

事務量及び条例の効果等

を検証し、必要に応じて

公契約審議会において検

討してまいります。 

9 区内事

業者の

受注機

会の確

保 

区内事業者の受注機会の確保につい

て、分離・分割発注、適正な予定価格

の設定、下請・再委託における区内事

業者の活用促進など、具体的な施策と

あわせて推進してください。 

いただいたご意見につき

ましては、区内関係部署

で共有するとともに、適

切な予定価格の設定、契

約制度の改善に向け検討

を進めてまいります。 

なお、下請け、再委託に

おける区内事業者の活用

については、公契約条例

において規定しておりま

す。 

10 区内事

業者の

受注機

会の確

保 

区内事業者の活用・育成については、

基本方針や区内事業者の活用規定にと

どめず、条例の目的にも位置づけるこ

とを検討してください。 

条例において区内事業者

の活用に関する規定を設

けるとともに、区内事業

者の受注機会確保及び育

成に関して、今後も検討

を深めてまいります。 
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11 労働報

酬下限

額 

長期化する物価高騰で生活は困窮して

います。全国で調査を続けている「最

低生計費試算調査」では、若者が自立

し人間らしく生活するために最低必要

な生計費は、時給 1,700 円～1,900 円で

あることを明らかにしました。東京都

の最賃額は 1,226 円、板橋区会計年度

任用職員の最低時間額は 1,519 円で

す。東京都や板橋区の最低賃金額に張

り付いた額ではなく、物価高騰を上回

る下限額最低でも 1,700 円を要望しま

す。 

具体的な労働報酬下限額

については、最低賃金や

その他公的基準を基に、

条例に基づき設置される

板橋区公契約審議会での

審議と答申を踏まえて決

定する予定です。 

12 労働報

酬下限

額 

労働報酬下限額は、条例の中心となる

仕組みであり、現場で確実に守られる

ことが重要です。特定労働者等への周

知、申出、不利益取扱い禁止、報告・

立入調査、是正措置等について、条例

および約定事項に基づき、確実に運用

してください。特に、労働者等が自ら

の職種・従事内容に対応する下限額を

確認でき、安心して申出できる制度運

用を求めます。 

いただいたご意見につき

ましては、公契約条例の

実効性を確保していくた

めに重要な事項と認識し

ております。特に労働者

等への周知については確

実に行う必要があり、職

場内へのポスター掲示や

カードの配布などを想定

しております。 

13 労働報

酬下限

額 

工事又は製造の請負契約については、

公共工事設計労務単価を基本としつ

つ、改正担い手３法の趣旨や労務費に

関する基準、建設技能者の処遇改善、

担い手確保、物価高騰、現場の賃金実

態を踏まえた水準としてください。 

委託業務契約及び指定管理協定につい

ても、地域別最低賃金だけに依拠せ

ず、区職員の給料表、公的指標、近隣

自治体の水準、業務の専門性・継続性

などを総合的に勘案してください。 

労働報酬下限額について

は、最低賃金やその他公

的基準を基に、条例施行

後に公契約審議会におけ

る調査審議を踏まえて決

定する予定です。ご意見

を踏まえ、適正な価格と

なるよう検討してまいり

ます。 
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14 連帯責

任 

労働報酬に係る特定受注者の連帯責任

について、入札参加事業者は下請け事

業者と連帯責任を取ることとなると、

元受け事業者の責任がかなり重い。大

きな案件になるほど多数の会社や作業

員が関係し、末端の下請け業者まで目

が届かなくなるので、入札に参加しづ

らくなるのではないか。結果として入

札不調が増えることになるのではない

か。 

特定受注者の連帯責任に

ついては、労働報酬下限

額以上の労働報酬の支払

いを担保するための必要

な規定と考えておりま

す。連帯責任と併せて、

労働者自らによるチェッ

クにより実効性を担保し

ます。また、公契約に関

わる事業者が同じ条件の

下で競争することで、入

札に対する不公平感を払

拭するものと考えます。 

15 連帯責

任 

下請け事業者に対する賃金支払いの確

認が困難であるとのアンケートの際の

意見が載っていたが、このような状況

で連帯責任として運用がうまくいくの

か。元請け事業者がコントロールでき

る範囲外の部分になるのではないか。 

下請け事業者との契約に

際し、公契約条例の適用

を受ける契約であること

を説明し、約定事項の遵

守を契約内容に含めるこ

とと、労働者からの申出

制度を組み合わせること

で実効性を担保してまい

ります。 

16 連帯責

任 

特定受注関係者が労働報酬を支払わな

い場合、又は労働報酬下限額を下回る

場合に、特定受注者が連帯して支払う

責任が規定されている点を評価しま

す。重層下請構造や再委託のもとでも

労働報酬下限額が確実に行き渡るよ

う、契約上の約定事項として徹底して

ください。 

労働報酬下限額以上の労

働報酬の支払いについ

て、連帯責任は実効性を

担保するために必要な規

定と考えております。ご

意見を踏まえ、適正な運

用を徹底してまいりま

す。 

17 立入調

査 

調査については専門家でないと調査で

きないと思うのだが、区職員が行う予

定か、社会保険労務士や税理士などの

専門家を入れるのか。 

立入調査については、必

要に応じて社会保険労務

士等の専門家の活用を含

め検討してまいります。 
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18 継続雇

用 

委託や指定管理で働く公務公共関連労

働者は、公共サービスをになっており

ます。その質を確保するためにも適正

な労働条件と安定した雇用を要望しま

す。委託替えや指定管理の事業撤退で

それまでの経験や専門性が無くならな

いように、公共関係労働者を継続雇用

できるよう区が責任を持って雇用保障

してください。 

雇用契約については事業

者と労働者の合意に基づ

くものですが、雇用の安

定及び公共サービスの質

の維持の観点から重要な

事項であると認識してお

り、条例において継続雇

用に関する努力義務規定

を設けております。 

19 継続雇

用 

継続性のある業務について、従前から

当該業務に従事していた者のうち希望

する者を雇用するよう努める規定が盛

り込まれている点を評価します。労働

者の雇用安定と公共サービスの質の維

持につながる重要な規定であり、受注

者変更時にも実効性が確保されるよ

う、契約時の説明と受注者への指導を

徹底してください。 

雇用契約については事業

者と労働者の合意に基づ

くものですが、雇用の安

定及び公共サービスの質

の維持の観点から重要な

事項であると認識してお

り、条例において継続雇

用に関する努力義務規定

を設けております。 

20 契約解

除等 

契約解除された場合に損害賠償と違約

金を取られると事業者にとってマイナ

ス面のほうが大きく入札参加をためら

う要因になるのではないか、また、区

に有利すぎるようになっているのでは

ないか。 

違反が認められた場合

は、原則として是正措置

を求めることとしてお

り、契約解除は是正が認

められない場合の最終手

段と考えております。条

例の実行力を確保するた

めにも、必要なものと考

えております。 

21 公契約

審議会 

審議会のメンバーのうち、事業者団

体、労働者団体の関係者について、も

しも毎回同じ団体に依頼すると既得権

益となる懸念はないのか。 

委員の任期は原則２年と

しております。なお、審

議会は公開を基本とし、

傍聴や議事録公表により

透明性を確保してまいり

ます。 
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22 公契約

審議会 

公契約審議会については、労働報酬下

限額の審議にとどまらず、条例の実施

状況、対象契約の範囲、申出制度の運

用、区内事業者の活用、地域経済への

効果などを継続的に検証する場として

ください。また、資料や議事録の公

表、傍聴の確保などにより、透明性あ

る運営を求めます。 

さらに、審議会の意見が翌年度の契

約、発注、予定価格の設定等に反映さ

れるよう、予算編成時期を考慮した開

催日程としてください。 

公契約審議会では、労働

報酬下限額のほか、公契

約条例の運用状況や効果

検証など、公契約に関し

必要な事項について調査

審議する予定です。なお

審議会の内容について

は、議事録を公表する

他、当日の傍聴を予定し

ております。 

また、審議会の開催時期

については、適正な時期

に開催できるよう検討し

てまいります。 

23 その他 1. 「妥当性を証明できる適正な予算

（予定価格）」の算出と徹底した市場調

査（最優先課題） 

入札不調の根本原因は、区が提示する

発注予算が市場の実態に対して少なす

ぎること（過去のデータへの依存や根

拠のない予算削減）にあります。予算

の肥大化に対する批判を恐れるのであ

れば、平時から徹底的な市場調査（リ

アルタイムの資材費・人件費の動向調

査）を行い、その客観的な根拠を提示

すれば、予算の妥当性は十分に証明で

きるはずです。この調査・根拠提示の

努力を徹底し、民間企業が「採算が合

う」と判断できる適正な発注予算を組

むことこそが、インフラ遅延を防ぐ最

重要課題であると位置づけてくださ

い。 

工事については、最新の

設計労務単価を基に積算

しており、想定外の資材

高騰などに対しては、契

約変更による対応を行っ

ておりますが、実勢価格

の動向については今後も

注視し、予算等に反映し

てまいります。 
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24 その他 2. 有事（感染症等）における対策コス

トの企業への丸投げ防止 

平時の適切な予算積算だけでなく、今

後のパンデミックなどの有事の際、現

場を維持するための追加コストを企業

側に丸投げする事は避けるべきです。 

副反応のリスクや不確実性があるワク

チンに過度に依存する計画ではなく、

リスクが一切なく最も感染の根本的な

抑止力となる「うがい・手洗い」など

の日常的予防策を、受注企業が負担な

く現場で徹底できるよう、予防の促進

を呼びかける「張り紙（ポスター）」や

「初期対処マニュアル」を区が独自に

作成し、企業や店舗へ率先して無料配

布するなど、民間事業者の負担を積極

的に軽減する行動を区が主導してくだ

さい。 

有事（感染症等）におけ

る事業コストの増につい

ては、事業者側の負担と

ならないよう、適切に予

算計上するよう努めてお

ります。一方、予防の促

進については、各事業者

による、現場に応じた対

応が必要と考えておりま

す。 

25 その他 東京都への公契約条例制定、国に対し

て公契約法制化にむけたとりくみを強

めることを求めます。 

東京都や国においては、

別途検討が進められてい

るものと認識していま

す。まずは板橋区におけ

る運用を安定させること

が重要であり、東京都や

国への働きかけについて

は、その後の課題である

と考えています。 

26 事務負

担 

本条例により事業者の事務量負担が多

くなりすぎないのか。事業者の事務負

担が増えて、人件費だけでなくその部

分についても委託料や工事費が高くな

るのではないか。 

条例の運用に当たって

は、区及び事業者双方の

事務負担を考慮する必要

があると認識しておりま

す。事業者の負担軽減を

図るため、チェックシー

ト方式による運用を予定

しており、区の執行体制

についても適切に対応し

てまいります。 

27 事務負

担 

区職員の事務量負担はどれくらいにな

るのかは検討事項として入っているの

か。かなりの事務量になることが想定

されるが、この人手不足の中新たな条

例の施行による人員確保の問題はない

のか。 
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28 財政へ

の影響 

今後不景気になり、税収が減った時に

も本条例は廃止にはできなくなると思

うが、失礼ながら板橋区は財政的にそ

んなに潤っているとは思えないのだ

が、本条例施行後、財政面での見通し

は今後数十年問題ないと認識している

のか。本条例により財政がひっ迫した

場合、ほかの事業に影響を及ぼすこと

はないのか。 

公契約条例の施行と実施までの期間が

短く業者の準備が整わないという懸念

があるのではないか。 

公契約条例は、公共サー

ビスの担い手確保及び品

質確保を目的とするもの

であり、持続可能な公共

サービスの提供に資する

ものと考えております。

労働環境を整備すること

は、公契約の適正な履行

及び良好な品質の確保に

不可欠であり、行政とし

ての責務であると認識し

ております。 

一方、不景気により税収

が下がることがあれば、

本条例に限らず、各所管

課において事業計画の見

直し等必要に応じた対応

をすることになります。 

条例制定の際は、早急に

周知をし、入札に混乱が

生じないよう対応してま

いります。 

 

 


